



















































（ 3）　拙稿「自然資源保護法政策と権利流動化」『環境法研究』第 2 号（有斐閣、
2014）152頁以下参照。







































（ 5）　最三判平成22年 6 月 1 日・民集64巻 4 号953頁。
（ 6）　柳憲一郎＝奥田進一＝北河隆之「契約責任をめぐる日中比較研究～環境汚染
地取引を中心として」『明治大学法科大学院論集』第17号（2016）139～172頁。
（ 7）　高見澤磨＝鈴木賢＝宇田川幸則『現代中国法入門（第 7 版）』（有斐閣、2016）
166頁。















































































































































































































































































































































































































































































































176　　早法 92 巻 3 号（2017）
ない制度であるという指摘がある
（47）
。
　このように、競売法が、競売目的物に瑕疵ある場合に、物の瑕疵と権利
瑕疵とでその責任負担の在り方に大きな差異を設けているのは、前者につ
いては厳格責任の例外として過失責任を帰責原則とする違約責任を、後者
については無過失責任（厳格責任）を帰責原則とする法定責任を適用する
ことを前提としていると考えられるのではないだろうか
（48）
。
4 ．契約法における瑕疵担保責任の位置付け 
─むすびにかえて─　　　　　
　これまで検証してきたように、契約法における瑕疵担保責任はやや複雑
な位置づけがなされている。契約法は、瑕疵担保責任について、150条乃
至152条において権利瑕疵担保責任を、153条乃至155条において物の瑕疵
担保責任を、それぞれ規定しているが、その法的効果に関しては差異がみ
られる。すなわち、権利瑕疵については、帰責原則として厳格責任が採用
されていることは明らかになったものの、売主の義務違反に対して相応の
法的責任が明確にされていない。法152条によれば、買主が瑕疵を立証で
きれば、買主は単に代価の支払を中止することができるのみである
（49）
。他方
（47）　前掲注（44）劉論文39頁。なお、同論文40頁は、①競売人、委託者が瑕疵の存
在を明らかに了知している場合、②競売人、委託者がいったん不保証宣言した後
に、これと矛盾する説明や陳述を行った場合、③不保証宣言が明確な方式によって
なされなかった場合、には不保証宣言免責は適用すべきではないことを提言してい
る。
（48）　競売法61条は、競売目的物に瑕疵が存在することを声明していないことによる
賠償請求の訴訟時効は、当事者が損害を受けたことを知り、あるいは知ることがで
きた日より起算して 1年であると規定するとともに、同条 2項には、競売目的物に
欠陥が存在することにより人身、財産になした賠償を請求する訴訟時効期間には、
製造物責任法およびその他の法律の関係規定を適用すると規定している。
（49）　前掲注（42）龍主編書185頁、前掲注（19）楊＝鄭論文70頁、前掲注（24）張
論文113頁などは、代価の支払中止のほかに、契約の継続履行請求、契約の解除、
損害賠償請求が可能であるとする。
中国契約法における瑕疵担保責任の法的性質（奥田）　　177
で、物の瑕疵については、買主は違約責任として、売主に対して、受領拒
否、契約解除、追完請求（修理、交換、再交付）、返品、代金等減額請求を
追求できる。この点に関しては、瑕疵担保責任は、本来は、法定責任とし
て位置付けられることによってこそ、その法的救済制度としての機能を発
揮できるにもかかわらず、外観上は違約責任として位置付けられたことで
過失責任を帰責原則とせざるを得ず、その特殊性が失われているという指
摘もある
（50）
。
　結局のところ、瑕疵担保責任に関しては、厳格責任と違約責任が併存す
る状態になっており、とくに権利瑕疵担保責任に関しては、法的責任につ
いて他法にその解決を委ねざるを得ない構造になっていることが確認でき
た。また、そもそも、正当な権限を有しない者による売買契約は無権処分
にほかならず、そのような契約は無効になるべきであり、契約法51条も処
分権なき者による契約を無効と規定している
（51）
。そうだとするならば、権利
瑕疵ある物の売買契約は当然に無効となるべきであろうが、契約法におい
てわざわざこの問題に関する規定を設けているのは、権利瑕疵ある物の売
買契約を有効なものとして扱い、買主の合法的な権益を保護し、取引の推
進と安全を確保しようとしたことが理由として挙げられよう
（52）
。他方で、本
稿の冒頭において触れたように、土壌汚染地取引のような新しい問題に対
して、契約法が未消化のまま取り残してきた課題が顕在化してきたことも
指摘し、今後の研究課題としたい。
（50）　前掲注（24）張論文115頁。
（51）　契約法51条「処分権なき者が他人の財産を処分した場合、権利者が追認をす
る、あるいは処分権なき者が契約締結後に処分権を取得することで、当該契約は効
力を有する」
（52）　前掲注（19）楊＝鄭論文70頁。
